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1. はじめに 

流域面積の小さな渓流において効果的・効率的に対

策を進めるために、令和 4 年 3 月に国土交通省水管理・

国土保全局砂防部より「無流水渓流対策に係る技術的

留意事項（試行案）1）」（以下、試行案とする）が示さ

れた。試行案の無流水渓流対策では、二次製品等を活

用した対策や通常の砂防堰堤と比較して一部構造の簡

素化を図った対策を設置することが示されており、通

常の土石流対策と比較してコストの縮減が期待されて

いる。 
六甲砂防事務所管内（以下、管内とする）では、平

地部から山地部へと宅地化が進行している背景から、

保全対象と土砂生産域が近接している箇所が多く存在

する。そこで本研究では、管内において無流水渓流を

抽出し、通常の土石流対策と無流水渓流対策のコスト

を比較することで無流水渓流対策に置き換わった際の

コスト縮減効果を検証した。 
2. 六甲砂防管内の無流水渓流の抽出 

2.1 無流水渓流の抽出方法 

試行案では、無流水渓流を「①流路が不明瞭で常時

流水がなく、平常時の土砂移動が想定されない渓流」

かつ「②基準点上流の渓床勾配が 10°程度以上で流域

全体が土石流発生・流下区間である渓流」と定義され

ている。この定義から、無流水渓流に該当する渓流の

特徴を表 1 で示した 3 つの要素に分類し、すべてを満

たす渓流を無流水渓流と判定した。条件 A から C の判

定方法は、土石流危険渓流カルテや区域調書等から机

上で判定し、机上では確認困難な条件に関しては現地

調査にて確認した。なお、現地調査では渓床堆積土砂

の状況から平常時の土砂流出の有無を確認し、条件 A
を判定した。 

表 1 無流水渓流の条件 

 
2.2 管内における無流水渓流の抽出結果 

本検討では、管内の土石流危険渓流を対象とした。 
判定の結果、管内の土石流危険渓流のうち約 15％に

該当する 56渓流が無流水渓流の特徴を有していること

を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 無流水渓流の条件を満たす渓流の状況 

3. コスト縮減効果の検証 

2.2 で無流水渓流と判断した 56 渓流のうち、既に整

備が完了している渓流等を除いた 40 渓流において、コ

スト縮減効果を検証した。 
3.1 概略設計の実施 

検証の対象とした 40渓流のうち代表 3渓流において、

無流水渓流対策と通常土石流対策それぞれの概略設計

を行った。無流水渓流対策の概略設計に際しては、計

画流出土砂量・流木量を満足させる堰堤規模とし、流

域状況や施工性等から工法を選定した。また、通常土

石流対策の堰堤型式については、一般的に広く用いら

れている重力式コンクリート堰堤とした。 
表 2 対象渓流の特徴 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 無流水渓流対策 

 
 
 
 
 

図 3 通常土石流対策の例 
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3.2 コストの比較 

 3.1 で概略設計を行った 3 渓流について、無流水渓流

対策と通常土石流対策のコストの比較を行った。コス

トの算出にあたっては、堰堤工、土工、仮設工からな

る直接工事費に諸経費（直接工事費の 80%として算定）

を加えた値をコストとした。 
 また、管内の無流水渓流 40 渓流のうち、既に設計が

実施されている 3 渓流（対象渓流④、⑤、⑥）につい

ても、各対策のコストを整理した。 
表 3 コストの比較結果 

 
3.3 無流水渓流対策におけるコスト縮減効果の検証 

管内の無流水渓流 40 渓流に対して、コスト縮減効果

を検証した。検証方法として、代表渓流のコスト算定

結果（表 3）から、コスト増減の要因となり得る流域諸

元（表 4）と概算コストとの関係（回帰式）を整理し、

最も相関が認められる流域諸元を用いて、管内全体の

概略的なコスト縮減効果を推定した。（図 4） 
まず、単独の指標にて流域諸元とコストの相関を検

証した。検証結果（表 5）の通り、無流水渓流対策と通

常土石流対策いずれにも相関がある指標は確認されな

かった。そこで、流域諸元を組み合わせた組合せ指標

にて検証した。検証結果（表 6）の通り、「計画流出土

砂量×流域面積×渓床勾配」の組合せ指標にて、無流

水渓流対策では決定係数 R2=0.4297 が得られ、通常土

石流対策では決定係数 R2=0.6024 が得られた。以上か

ら、いずれも一定の相関が認められたと判断できる。 
表 4 コスト算定の根拠となり得る流域諸元 

 

 
図 4 無流水渓流における流域諸元とコストとの関係 

表 5 単独指標によるコストとの相関 

 

「計画流出土砂量×流域面積×渓床勾配」とコスト

との関係から導かれる関係式（対数近似：図 5）を用い

て、管内の無流水渓流 40 渓流のコストを推定した。 
算定した結果（表 7）、通常土石流対策が約 100 億円

を要するのに対し、無流水渓流対策では約 34 億円とな

った。以上から、管内全ての無流水渓流に対して、無

流水渓流対策を実施した際には、約 6 割から 7 割程度

のコスト縮減効果があることが確認された。 
表 6 組合せ指標によるコストとの相関 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 無流水渓流における流域諸元とコストとの関係 

表 7 管内無流水渓流（40渓流）のコスト比較 

 
4. 終わりに 

本検討結果より、無流水渓流対策を実施することで

通常土石流対策と比較して約 6 割から 7 割程度のコス

ト縮減効果があることがわかった。このことから、限

られた財政状況の中で、より効率的かつ効果的な土石

流対策を推進していくためには、無流水渓流対策の推

進が重要であるといえる。ただし、本検討では代表渓

流のコスト及び流域諸元から全体のコストを概略的に

算出したため、渓流によっては本結果のような縮減効

果が得られない場合もあることに留意する必要がある。 
また、無流水渓流対策にあたっては、個々の渓流に

よって適した工法を選定することで、よりコストの縮

減が可能となる。今後は、無流水渓流のなかで特徴を

分類し、その特徴に適した工法の開発や施工方法を検

討することが重要であると考えられる。 
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